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研究ノート

企業内教育の現段階的特質と労資関係

一一鉄鋼独占企業に於ける事例研究一一

Industrial Training and Labour Relations 

-A case study in the big Steel Company-

序

I 第3次合理化と技能序列の崩壊

1 設備合理化と労働内容の変化

2 要員削減と配置転換の一般化

3 技能序列の崩壊

藤

日

立 労務統轄機構の再編成と労資関係の変容

1 戦後初黙の労資関係

概

沢 建

次

2 作業長制度と職制j機構の再編成

3 職能制度と能力主義管理

4 労働組合のお傾化と労資関係の変容

孤 企業内教育と自主管理活動

1 企業内教育の展開と自主研修

2 QCサークノレの普及と自主管理活動

結び

要

小稿は，日本最大の鉄鋼独占企業である新日本製鉄のM製鉄所における昭和30年代後半の第3次合理化以降の動き

のなかで，企業内教育がし、かなる役割・機能を来たしてきたかを，突証的に明らかにしようとしたものである。

Iにおいては，設備合理化，要員削減の進展するなかでの労働内容の変化を明らかにし，そのなかでいわゆる年功

的労務管理の主主礎がどのような変容をうけてきたかを考察した。

廷においてはでみられる変化をふまえての資本の労務政策の展開と，それが労資関係にL、かなる変容をもたら

しているかを考察した。

Eにおいては 1，IIの過程のなかで展開される企業内教育の役割・機能を明らかにし，更に現段階の特徴である

自主管理活動がこれとL、かなる関連をもっているか，またそのことの意味は何かを考察した。
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序

いた。しかし戦後の3次にわたる設備「合理化Jの結

果，新技術の導入，機械設備の更新・改善などが相次ぎ

労働内容に大きな変化を生ぜしめた。いまそれをM製鉄

所の転炉工場及び棒線工場でみると，以下の通りであ

る。
本稿の課題は，戦後「合理化j過程における企業内教

まず転炉工場は，それまでの平炉工場にかわって昭和

育の役割を，鉄鋼独占企業を毒事例として解明することに 36年に新設されたもので，第3次設備「合理化」の中心

ある。鉄鋼独占企業における企業内教育は，昭和30年代 の一つをなしていたo転炉工場には，滋銑炉職場，炉前

後半から急速に体系化されてきたoそれは，それまでの 職場，運転職場の3職場があるが，ここでは中心機場で、

食業内教育が養成工教育と線長教育を主としていたの ある炉前職場だけをみていく(図 1-1参照)。

lこ対し，全従業員を直接対象としており，また内容的に

も，技能・技術教育とともに，人潟関係・労資関係教育

が宝章祝されてきており，今日の鉄鋼労連の右傾化とも深

くかかわっているとみることができる。更に企業内教育

とともに， r能力主義管理Jr自己啓発Jの名のもとにい
わゆる「自主管主主活動jが多くの労働者をまきこんで展

開され，それらが今Bの資本の主要な労務政策となっ

てきている。このような事態は，現代「合理化」の特徴

のーっとL、ってよL、。本稿では，特に昭和35年の第3次

「合理化j以降(1)のそれらの事態を，日本最大の鉄鋼

独占企業である新日本製鉄のM製鉄所における事例を遜

じて切らかにしようとするものである。

分析の基本的な視点は，企業内教育を，設備「合理

化」による生産手段体系と労働力との結合関係の変化に

対応した労働力陶冶E 技能・技術教育の変化と，労務統

轄機機及び労資関係の再編成に関連した人間関係・労資

関係教育の展開とL、う両側面において考察し，それが資

本対賃労働の対抗関係のなかでいかなる統一的な逮関を

もって現象しているかを明らかにしようとするものであ

る。

〔注〕
(]) 企業内教育分析を対象としたものでtまないが，鉄鋼業の第2
次合理化までの分析ですぐれているのは，明大社研編 F鉄鋼業の

合理化と労働，(1961年)の特に第2室主である。

第 3次合理化と技能序例の崩壊

1 設備合理化と労働内容の変化

関1-1 転炉工場の作業系統図

'iIXI¥，" -二二::>:，際料白此日"移叫
にココ"を隊
打れ

(He，宇)

そこでの労働内容の変化は，王子炉から転炉への転換

と，車三炉になってからの2溺にわけられる。王子炉から転

炉への転換による労働内容の変化の第 lは，労働集約的

な室主筋高熱労働が大穏に減少したことである。特に王子炉

においては，出鋼直後の炉床修理とL、う霊堂筋高熱労働の

典型とされていた作業が，転炉では消滅している。第2

には，平炉の操業が炉況判断，フレーム判定という緩め

て経験的な熟練にたよっていたのにたいし，転炉ではこ

の大部分が計算尺による吹錬計算によって客観化された

ことである。第3には，吹錬時間の大幅な綬絡である。

平炉の場合， M製鉄所最後の平炉であった200トン炉で

も1チャージ5時間半から 6時間かかっていたが，転炉

では 1チャージ35分前後であり，同じトン数を践すにし

ても 1時間余しかかからなL、。したがって，車正炉では，

ミタイム・コントローノレミといわれるように，分，秒単

位での作業が行なわれており，その労働筏度は著しく高

まっている。こうした労働内容の変化の基裁は転炉にな

ってからも続いている O すなわち，労働集約的な作業は

昭和30年代までの日本鉄鋼業における労働は，生産投 ほとんど機械化・自動化され，またサプランス測温法が

術水準の低位性に規定されて，生産設備が怠大であるに 採用されて酸素吹止め時期の判断がますます客観化され

もかかわらず労働集約的であり，また経験的熟練が主要 てきたが，特に大きなものは，コンピュ…ター導入によ

な役畿を占めていた。それ古文，その経験的熟練の修得過 る変化である。すなわち，昭和44年にH1 T AC8400の

穏を基擦とした技能序列が問符に資本の労務統轄の主要 端末タイプライターが， 45年にはHIDIClOOが導入

な体系として，いわゆる「年功的職場秩序Jを形成して され，生産工稼がコンビューターによって制御されるよ
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うになり，吹錬方法のパターンがプログラミングされ， が炉前職場に移され，先に述べたコンピュータ操作とと

副原料の秤笈・投入がボタン操作で自動的に行なわれる もに，オベレーター約な性格をも炉前ヱがもつようにな

ようになった。その結果，それまでの吹錬作業や関原料 ってきたことである。

投入作業が労働者倒人のなかに蓄積された経験をもとに こうした作業範囲の再編が設もドライスティックに進

各人各様の方法でなされていたのが，プログラムに対象 んだところは稼線工場の例である。

化されることを契機に作業方法の統一・標準化がはから 棒線工場は，昭和44年に新設，操業開始した径 9~32

れたことである。 ミリのパーインコイルを生産する最新鋭の圧延工場であ

こうして炉前職場の作業は今では半年から 1年の閉で る。その生産工程は，全V-H式圧延機を中心として，材

基本的に修得できるものとなり 8つの作業が織場のな 料精撃から成品精整までの金工程にコンビュータが大臓

かでプールされ，全員がどこの作業でも出来るようにな に取り入れられた一葉工程となっている(図1-2参照)。

っている。しかしこのような作業のプール化は，生産技

術の発展とそれによる熟練の平準化を基底としていると

はいえ，それのみによって規定されているのではないこ

とに注意しなければならなし、。一方では要員の部減が，

他方では連続操業体制が，作業のプール化を必然化して

いるのである。すなわち，以前は労働集約約な作業があ

ったために，重要員を多くかかえていることが必要で-あり

その結果全員に早郊にすべての作業を教える必婆がなか

殴1-2 棒線工場生産工程図

ったが，労働集約的作業を機械装震で代替し，婆員を最 ここでは圧延工程を中心にみると，そこでの労働内容

少必重要人員にまで切りつめた結果，新規入験者を見習エ は，計器擦をJ!てのボタン操作，ハンドル操作が主で，

としてかかえておく余地がなくなってきたのである。次 しかも非常に少ない要員で作業が遂行されている(表1

の工長・作業長の話はその潤の毒事情を物語っている。 -1参照)。そして職場範簡のくくり方が他の圧延工場

「実際に吹錬をやるようになるのは，その人によって 表 1-1 棒線工場在廷工程婆良表(1 ii草分)

違うが，僕らが来てから一番早いので，人員にもよるが S 45.12現在

1年で 1年まではだめだとLづ。最近では半年ですも

ね。 替はぜんぜんやらせなかった。 38年頃までは，とい

うことは人がすごくいたんですよJo(転炉炉前工長の話)

「前は分業で.1何か与えられた仕事をやっていればよ

かったわけです。ところが今は，全部向じように仕事で

きなければ，その一つのポジションを守ることができな

くなってきた。だから炉前でも，鋼だけつくればよかっ

運 転

1Ju 熱 炉
捲 取 機

起 重量 機

総合運転

主圧 E五 延 斑

2 ツイスイピンチ

~ 圧下調整

1 成品づくり

2 スタンド整調

ローノレ旋削

たのが，コンピユータも機械も運転のほうも全部やらな と比して非常に大きくなっていることが特徴的である。

1 

l 

2 

2 

2 

いと，それきり人がいないわけですからム(転炉作業長 たとえば，鉄鋼業の設綴 f合理化Jの30年代における典

の諮) 裂とされている連続熱延工場(ホットストリップミル〉

更に38年からは，食事時間を分鎖して逮続操業を突施 (1)では，加熱，圧延，捲取，ロール整備が，それぞれ

するようになり，その結果，食事交代要員をおくとはい 独立した職場として，ヱ長を援にいだいているのにたい

え，切りつめられた要員では，自分のポジシヨンだけと し，この圧延工程では，圧延と運転の2職場に機能別に

いう作業体制はとれなくなってきているのである。こう まとめられており(幻，それぞれの職場では転炉の場合

して，設備「合理化」とともに，少数精鋭主義，新歳入 と向様に作業のプール化が行なわれている。

験者の早期戦力化がすすめられ，作業のプール化がおこ

なわれるようになっているo 2 要員削減と配置転換の…般化
ところで労働内容の変化でもう一つ忘れてならないの

は，作業範関の拡大によるそれである O 車三炉の場合も， ところで，要員削減が積極的に推し進められてきたの

設備「合理化」とともにそれまでは俄の戦場でうけもつ は，第3次「合怒化J以降であり，なかでも43年の新作業

ていたランス昇降操作や炉微動などの機械運転的な作業 体制 (3)及び45年の4組3交替制度実施時には大幅な要
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長見直しが行なわれた。(表 2，1 3， 1-4参

照)

表 1-2
M製鉄所従業員及び社外工数の推移

S 30 

35 

40 

44 

i 従業員総数[作業員数 i社外工数

8，902 

9，180 

8，147 

7，411 

7，549 

6，516 

1，899人

6，902 

5，161 

8，104 

注社外工数は工事務負と作業務負の合計である。

表 1-4

4総3交替骨誠実施に伴う余剰人員 (IB富士製鉄)

897人! 作業所iiiJ童書員減

減員 労働側努力 610 
M 製鉄所 216人

E十 1，507 
K 製鉄所 42 

505 H 製鉄所 381 

増主主 前提変更分 30宮 K 製銃所 9 

計 814 計 693 

華客員純減 I 693 
注 これは会社側提案

であり，笑擦はこれを若干下まわった。

表 1 3 新作業体制実施に伴う要員改訂の事由男IJ余剰

人員概数 (IB富士袋鉄)

もちろんだが，従来の設備でも部分的

改善，特に労働集約的作業の機械化，

自動化が行なわれ，さらに40年代には

いってからは，作業範留の拡大・多能
設備改善

務負・外注化

作業方法合理化等

言十

170 

90 

460 

280 

120 

770 

100 

80 

450 

労働負荷の増加害事労働側努カによるもの 働

設備操業前提の変更による増員(欠補要員)(1。

純減人員同十(防ー(。

10 

20 

850人
エ化による要員削減が特徴的な動きに

550 
なっている。後者では，昭和30年代に

300 

1，700 は間接部門の下請イ七一社外ヱ導入が-

般的であったが， 40年代にはいってか
1，800 

300 

3，200 

注 うち， M製鉄所減員は680人，これらの数値は会社側提案であり，

実際はこれを若干下まわった。

らは，ライン部門にも社外工を入れる

傾向を示している〈表 5参照)。そ

の意味で，先に述べた棒線工場は，生

産部門における本工・社外工編成の典

型ともなっている(表 1-6参照)。こ

要員削減の方法には大別して，設備改善，作業方法改

善などによるものと，業務下請化によるものとがある。

前者では，新設備が!日設備より少ない要員であることは

うして余剰化された人員は，設備の新

設，増強によって新たに要員増が必婆となった職場にあ

てられ，その結果，労働力の自己霊堂転換が一般化してき

た。また30年代の後半から40年代にかけて，新鋭製鉄所

への配置転換も増大している。
表 1-5 各諜・工場男IJ作業譲負人員及び下誇化率 (45年)

害義・工場 人員 i下請化率

資 材 諜 78人 50.0% 

原 料 課 656 80.9 

成 品 諜 460 68.1 

海 運 諜 260 65.7 

陵 遼 課 754 68.4 

動 カ 諜 10 2.2 

エ f乍 善事 47 9.4 

土 建 課 28 17.2 

コークス工場 29 5.5 

化成工場 75 33.5 

製銑原料工場 129 27.4 

製銑工場 212 30.5 

社外工
注 下議化率=一一一一一一一一一x100 

本工十社外:ζ

課・工場

第一製鋼工場

第二軍基鏑工場

第一鏑片ヱ場

第二錦片工場

熱延工場

冷延工場

条鋼工場

線材工場

棒線工場

条鋼技術課

整 僑 諜

言十

人員 下請化率

136人 36.5% 

314 47.0 

323 47.6 

161 32.5 

287 38.7 

57 27.5 

170 28.9 

53 29.9 

150 60.0 

16 17.6 

42 13.7 

4，447 39.0 
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表 1… 6

棒線工場に於iずる本ヱ・

社外工人員数(1直分)

材料精裳

圧延・運転

成品精整

言十

〈45年12月現在〉

本エ i社外工
3人 28人

16 I 4 

6 I 18 

25 I 50 

3 技能序列の崩壊

以上みてきたように，設儀合理化に

ともなって，経験的熟練の標準化・客



とえば職務給の職級のプール化にもあらわれている。す

なわち棒線工場の各職場の織級は表1… 7のとおりであ

るが，圧延涯では、成品づくり、の職務がまだ十分に代

替伎がきかないところから 15級をそのままつけている

が，他の職務はプールして平均13級にしており，また遼転

iL成品職場でも，それぞれ平均13級， 10級にしている。

まったくの新規入識者を除けば， -ζ長も含めて，彼らが

向じ作業に従事するかぎり，技能上の差異は，彼らを決

定的に格差づける要因とはなっていないとみてよいだろ

うO もちろん，技能序列の崩壊が窓ちに織務序列の崩壊

を意味するものではなく，事実，転炉炉前職場の場合，

た吹練者ミとた吹錬裕之とは明確に区分されている。し

かし，弱者の違いは主主本的には炉官官の中心作業である吹

錬作業に従事する回数が3対 lであるにすぎず，そこに

ある経験年数の裳，したがって，一般的には技能j二の差

は，両者を決定的に格差づけるものではなく，その意味

では他の職場と基本的に問じとみてよいだろう。従って

現段絡の特徴は，部分的には職務序列を有力な分割支配

の方策として残しつつも，むしろ全体としては，そうい

う綴務序列そのものをも，資本Elらがつきくずしてい

く，つまり生産労働の分化を基礎とした労働者の分割支

配の方策を放棄していっていることにある。それはまさ

に，現代合理化の厳しさの反映であるといえるだろう。

そこに，新たな労働者統絡の方式〈後に述べる職能制度

など〕が登場してくる一つの必然性があるのである。

こうして戦後「合理化J過程のなかで，従来資本が労

「企業内教育の現段階的特質と労資関係j

鋭化がすすみ，年功約熟練形成過緩の短縮の技術的条件

が成熟するとともに，また配緩転換の一般化は従来の年

功的技能修得にもとづく技能序列と勤続年数序列との関

係を不整合ならしめた。他方では，それらが要員の削減

=1人べらしj合理化とむすびついて新規入験者の早期

戦力化が要求されて，技能修得期間が著しく短縮され，

作業のプールイ七が行なわれるようになった。このように

職場の職級構成 (45年)表 1-7
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ヒンチローノレ
皮下調整

成品づくり

スタンド整備
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成品工長
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パイラー運転

約定娠さち
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線棒
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唱
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職場の労働者全員が，ど

のポジシヨンの作業をも

遂行できるようになる

と，従来の経験的熟練の

年功的修得を基礎とした

技能序列は実質的に意、味

をもたなくなってきてい

るといえよう。それはた

混鋭炉工長

般

掛

長

般

同
日
災
者
補

工

炉前工

吹錬

吹錬

炉

転

転

遼

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0. 

計

表 1-8 労働強化に関する意識調査結巣 (44年10m

(イ) rここ 1~2年前にくらべてあなたの仕事はきっくなりましたかJ

総計

事務・技術職

現場〔常昼〉

現場(交替〉

N ・ A

150.9 

108.0 

142.7 

165.2 

148.2 

言十

!一きつくなったと答えたガは次のどうし、う面できつくなったと思いますか」

*~ ~.十
事務・技術職

現場(常主主)

現場(交替)

N A 

(ロ)

〈資料) 新日鉄議菊労働総合「意識調査報告書Jより

注調査票配布枚数 5，921，回収数 5，691
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働者統轄の柱としてきた年功的労務管理の基盤が崩壊じ

てくるとともに，他方で労働者の労働密度も増大し〈看護

I… 8参照)，資本への反発の基擦をも醸成してきてお

り，資本をして，これらの毒事態に有効に対処し労資関係

のた安定化ミを毒事びく労務政策を展開することを必要な

らしめたといえる。

〔主主)
(1) たとえば.30年から始められた?級fJi民救ffJ 立.180時間. 60 
日にわたるものであり，またお]じ潟県Iiこ始めらj，LたiH/'uHJI修講
座も 6週間の全日制教rJで，こIl'らはtj!摂作業討のお訓練を日的
としていたとみられるが，人ちとからすればむだた、ヮたんでないか

と，皆、うJ(炉ii'jIKの訴)という，FF悩もうけている。
i2l 1t'業IH皆、補名一教育を:受けた感定1について， ある作業よとは次のよ
うlこs諮っている。

「労使関係について私たちはホ労使命を"')'/淡泊と考えていまし

たが，この教育によって資本家のポ炎、、ではないのだということ

を主11り，得るところが大きかったψ(社i}'1W.rUI事J 昭和39ip3 Jl 
5日号より j

H 労務統轄機構の再編成と労資関

係の変容

1 戦後初期の労資関係

戦前における所諮「年功的験場秩序」のもとでは，現

場職昔話jは，経験的熟練の体現者として，労働者を絶対的

威圧的に支配しており，資本はそう L、う産量制を媒介とし

た職場集団内部のいわば自律的作用のもとに労働者を掌

援していたといってよい。このような体制jは，一方で，

経験的熟練の年功約修得過程を翰とした技能序列したが

って年功序列を柱としており，他方で，労働総合の排除

と資本の専制支配を前提としていた。そして前者につい

ては，戦後の f合理化j過程のなかでその碁盤を失った

ことをみてきた。そこで本章では，戦後における資本対

賃労働のカ関係の変容のなかで，労務統線機構が如何に

再編されてきたかをみることにする。

「年功的職場秩序jは，労働組合の排除という前提が

戦後の労働総合の結成によってくずれたことによってま

ず変容をうけた。しかし労働組合が年功序列そのものを

認めたことから，それは基本的にはそのままのかたちで、

再編されたといってよい。そこでは，職制燈を資本と労働

組合のどちらが掌握するかが労資関係の帰趨を決する争

点、となり，戦後初期の職制教育の実施は，そういう事態

に対する資本の対応のーっとみることができるだろう。

ところで，昭和26年に鉄鋭労連が結成されたが，富士

労逮はそのなかでは最左翼に属し，特にM労組はその中

核的位置にあった。そして昭和30年代前半まで，組合運

動は言語揚をみせ， 34年賃闘では，日本鋼管とともに49日

間のストライキがたたかわれた。こうした30年代前半ま

での総合運動の高揚は，それが結果的には fゼ戸白容J

とし、う資本の浮い援のもとに頓搬をきたしたとはいえ，

本格的な「合理化」の段階にはいった資本にとっては，

資本の意図遜りに「合理化」合すすめていくうえで大き

なネックになっていた。

2 作業長制度と職制機構の再編成

かくして「合理化」によって動揺しつつある「職場秩

序」と労資関係の再編成，さらに，新しい技術水準に対

応した作業管理組織の再編成をも含めて， 30年代後半以

降，労務統絡機構の再編成が相次いで実施された。まず

38年には，作業長制度が導入され，職制機構および戦第l

E雪の存続が行なわれた。そこでは，作業長は，作業管理主

の頭では，作業改善，品質管理を行なう合型主化の積極的

な尖兵として，また労務管室主の簡では，人員配置から勤

怠管理，教育訓練までの広汎な根限なもち，しかもカウ

ンセヲングなどの手法まで、導入した人間関係管理のL キ

スパートとして，一般労働者に穏対することになり，そ

うすることによって，職制としての失われつつあった

権威を新たな形態において殴復し，また労資関係再編成

の積極的な担い手としての役割を果たしているといえよ

う。(1)ただし， f制度発足当初の作業長は， I日組長から

の横すベり組がほとんどであり，戦後入社の高卒労働者

は，今ょうやく工長震にあがってきている段階で，その

意味で作業長制度はまだ過渡的な段階にあるといえる。

それは次の教育課長の諮からもうかがわれる。

「かつての労務管理に対する姿勢というのが，どうも

王甘い伝統的なかたちの親分子分の関係でつながっていた

のが，近代化されてきた労務管濃の思想というものが体

得してきたと，従来は，自分の経験とか自分がかつて段

督者に使われたときの監督者の態度とか姿勢というもの

を継承してきたというふうな感じだったんですけど，最

近はもっと合理的な科学的な管室塁とL、う方向づけができ

たと。これも39年に作業長制度が発足しまして，今年ち

ょうど6年目ですけど 6年かかつてなんとか作業長と

しての機資をはたせるところまできたと，まだ，われわ

れが考えますと完全と思いませんけどもJo(教育課長の
話〉

そして，それ放にまた，作業長候裕者教育は「作業長

制度の命遼を左右するほどに重要J(2)なものとして，

延べ11カ月にわたって行なわれたのであるが，その点に

ついては次重量で述べることにする。

。。
白
d
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選考方法の内容表2

し審査土f
i従事職務に関するテーすを与え 3分
i類職務もしくは作業主主の職務を遂行す

。ート審査 iるのに必要な程度の経験，能力を有す
iるかどうか
職務知識，一般業務知識および一般常
識について 2分類もしくはヱ長職務を
遂行するうえに必婆な稼度の経験，能
力を手まするかどうか
i職務，職務遂行状況，知識，経験，技

書類審変 i能，勤務成綾，年齢，勤続など
l経藤ア面持天扇7議克等正志じモ藤一部 接 i ノJ 、八判，酬J己
i合的に評定される

選考方法

筆記試験

職能制度と能力主義管理

作業主主制度が磯鋭機構の再編成であったのに対し， 42 

年に導入された職能制度 (3)は，再編強化された職制!穫

を頂点に，崩壊しつつある技能序列にかわって，全労働

者を「能カ主義」とし、う名のもとに格付けしようとする

ものであった。すなわち職能制度は，労働者を「職務お

よび職務遂行能力並び、に業務への貢献度Jiこ応じて設け

られた五段階の職能区分に格付け(図2-1参照)，こ

3 

機能区分の昇格年限

級→2 級

級→1 級

級→主担当

表2-2

q
u

ヮ“

1・
A

社長

以上の昇格は保障されていなし、。このように職能制度の

昇格管理は完全に資本によってにぎられており，しかも

それが賃金格差を物質的な基綾として〈表2-3参照)， 

労働者の分断支配の主要きな柱となっているo (4) 

ところで，職能区分別労働力構成をみると表2-4，

表2-5の通りだが，全体的傾向としては，年齢，勤統

生手数が高くなるにつれて職能区分も上がるとL、う関係が

みれる。とはいえ，社員 I級以上で上下の開きが大き

くなってきていることがわかる。このことは，職能区分

別労働力構成が年齢，勤続年数と一定の対応をみせつ

つも，職能制度による格差付けを裏付けているといえよ

う。そして職能制度本来の目的は後者のほうに，つまり

年齢，勤続年数序列をのりこえた「能力主義管理jにあ

るといえるのだが，それが年齢，勤続年数と一定の対応

をみせるのは「長期間職務に精励し，職務主主献度の著し

い考については，工長等の役職につかなくても定年時ま

でにはさ主担当以上に昇格させるJ(5)としヴ措澄による

と思われる。つまり， I日来の「年功約」労務管理との妥

協が行なわれているわけでト，それは，職位のほうが戦後

織書芸術11変の運用図2-1

の区分に応じた賃金配分を行なうというものである。そ

の昇格管理は，一般社員の級昇格は書類若手資，面接によ

って行なわれるが，主担当への昇格にはそれに筆記試験

が，またさ主事への昇格はレポート審査が加えられ，これ

らの昇格選考の対象となるには所嵐長の推せんを条件と

している。それぞれの選考方法の内容は表2-1の通り

だが，決して客観的基準があるというものではなく，ま

た社員3級から I級までの昇格には最長経過年数による

窃動昇格がみとめられているが.表2-2に示す通り，最

長年限と最短年限との差は13年もあり，しかも社員1級

客
様
復
宣
お
よ
び
爾
援
に
よ
る

職員臨むE分昇格年限の差による定年時のモデ)I-~基本給

立(室?2)(霊?語)+(F1F宵)+(??喝)+(芸員す当)+(事常時議)
= 67，380円17，010円+1，130円x5年十1，260円x12年十1，480丹x20年

17，010内+1，130丹x4年十1，260円x7年十1，480丹x10年十1，730丹x16年=72，830円

l年十1，730門x32年ココ 78，630円2年十1，260円x 2年十1，480円x

-1号9-

45年度の言語本初任給および定期昇給額で試算

17，010丹十1，130円x

表2-3

注
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表2-4 職能区分別年齢別労働力構成比

\19歳以下 \20~峨 \2日9歳 \30~34歳 \35~3 言十

車窓 14.41 100.0 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

主 100.0 
0.3) ( 0.6) ( 2.8) ( 7.6) ( 5.4) ( 8.2) ( 15.7) ( 4.9) ( 6.7) 

主担当|
100.0 

0.3) ( 3.1) ( 20.8) ( 22.6) ( 39.8) ( 43.0) ( 41.0) ( 19.0) ( 29.1) 

一般 1級 l 100.0 
0.7) ( 0.6) ( 22.1) ( 44.5) ( 44.5) ( 41. 2) ( 33.0) ( 23.0) ( 30.8) 

グ 2級(
100.0 

( 37.4) ( 46.1) ( 22.0) 5.7) ( 2.0) ( 2.6) ( 4.0) ( 16.1) 

グ 3級 43.2 I 8.7 100.0 
( 96.9) ( 56.1) (5.6)! ( 0.4) 0.5) ( 0.5) ( 0.7) ( 0.9) ( 11.5) 

N • A ~.~， 1 26.4 I 100.0 
( 1.7) ( 2.3) ( 2.4) ( 2.9) 4.1) ( 5.1) ( 7.0) ( 48.2)1 ( 5.8) 

設前掲「意識調査報告書」をもとに作成

表2 5 職能区分別勤続年数別労働力構成比

4年以下 5~9 年 1O~14年 15~19年 20~29年 30年以上 N • A 計

総 計 13.8 21.4 13.3 6.9 33.9 5.5 5.2 100“O 

ヨ三 毒事 2.1 9“1 9.1 10.7 42.3 24.5 2.1 100.0 

主主 担 当 2“1 12.3 9.1 10.3 55.5 8.3 2.4 100.0 

一般 1 級 1.5 17.0 24.8 7.5 41. 6 3.6 4.0 100.0 

グ 2 級 13.4 69.4 11.3 0.9 3.3 0.4 1.3 100.0 

11 3 級 88.5 0.3 1.1 0.3 6.3 100.0 

N . A 4.9 9.1 8.5 11.2 24.6 4.0 I 37.7 100.0 

注表2-4に同じ

入社の高卒労働者が特に工長!習を中心にj台頭してきてお 資関係の再編成が進行してきている。

り，役付の主力が現在的にも将来的にもこの}習を中心と すなわち， 34年の単独ストの敗北と，それを利用した

ずるようになり，それに対して，職位昇進からとりのこ 会社側の笈伝によって，ょうやく盛り上がった産業別総

された高小卒，中卒の中高年齢者}習を機能区分によって 争への指向が，再び企業別枠の中へとおしもどされ，逆

処遇するというかたちですE力主義ミとと年功主義之と に富士労連，鉄鋼労連の右傾化が潟争の発展をチ zック

の矛盾を緩和させる役割をも果たしているといえる。し するとLヴ構造になった。そして，作業長制度の導入を

かし，このようなと年功主義ミとの妥協は，単に矛盾の 他企業でも突施しているから阻止できないとして認めて

緩和とL、う消極的な磁でだけみることはできなL、。 ミ年 しまって以降は，再編強化された職制j習を媒介として，

功主義ミとの妥協自体が，機能区分による昇格管理を通 38年には組合執行郎が「会社派J (7)によって多数を占

じた労働者支配をより強めるとL、う積極的な役割を果た められるに致った。そのような体制のもとで職能制度が

していることも見逃がされてはならなし、。すなわち，そ 実施され労務支配の強D!ilな体制が確立されてからは，

れがと年功的ミ要素を加味することによって，一般労働 経済主義，労資協調路線、へと念、速に転換していったo43 

1雪にたまじめにミやれば昇格の見通しがある，とL、う期 年の組合方針は，合理化反対から合理化の成果配分へと

待惑を抱かぜると何時に，職能区分による格差分断に対 変わり〈幻， 43年と必至干の大規模な要員削減=1人べら

する労働者の不j誌を頭注化させにくくすることによって し」合理化も，宏子の労働時間短縮，賃金アップを代償

であるo (6) に認めたこと，また44年の賃鴎スト権篠立の失敗〔表2

6参Rむなどはそれを示しているだろう。

4 労働組合の右額化と労資関係の変容 こうして労働総合は， r第二労務課J1御用組合J(9) 
と称されるまでの変質をとげたのであるが，そこに作業

こうした作業長制度，職能制度を通じた労務支配の強 長制度や職能制度が大きな役割を果たしていたことはず

化は，労資関係に直接的に反映し，資本の思惑通りの労 でに述べた通りである。いまそれを組合役員中に占める
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「企業内教育の現段階的特質と労資関係J

表2← 6 春闘スト権擁立状況

組合員数 賛 成 反 対 賛成率

昭和35年 8，299 4，642 2，000 55.9 
(6，883) (67.4) 

36 8，985 6，655 1，009 
74.0 

(8，164) (81. 5) 

37 9，573 6，697 1，301 70.0 
(8，517) (78.6) 

38 9，568 4，518 3，115 
47.2 

(7，846) (57.6) 

39 9，448 6，628 921 70.2 

40 9，144 6，704 907 73・3

41 8，933 6，351 951 71.0 

42 8，410 5，425 1ヲ172 64.5 

43 8，141 5，199 2，072 63.9 

44 7，570 3，603 3，427 47.6 

45 7，344 3，944 2，747 53.7 

注 38年までは有効投票数に対する賛成率( )内で

38年もスト権は磁立している。

表 2-7 組合役員の職位・職能区分構成

職 位 職能区分

支部長 40.86~i 作業長げ 事問人40.86歳 主担当 22人
(43支部)¥ ---1ヱ長 17入社員 1級 2人

中央委員 i i作業長
ヨミ 事 9人

1人|主担当 37人

(91人) I i工長 15人 i社員 I級 33人
社員2級 12人

注 45年11月現在

磯昔話j腐の数および機能区分でみるとき受 2-7の通りであ

るO 作業長，工長，また主担当以上が重要な役割を占め

ていることがわかるだろう O また次のような労働者の話

は，資本の総合丸がかえ政策の片鱗をうかがわせて余り

ある。

「うちの支部では，組合運動ゃったやつが皆，エ長な

り作業主主になっている。ものすごく昇進が卒いね，総合

運動ゃったやつが。徹底的に組合運動やれば，むしろほ

されていくけどね，適当にやったやつはものすごく早

い。そういうようなことが，組合運動を脅ぬきにする条

件になってると思う。それをまた利用している人間もい

ると思うんだけどJo(一般労働者の話〉

さらに企業内教育が上述したような繊度を背景とし

て，労働者の掌援と総合の右傾化に果たした役割は決定

的なものをもっているが，それは次節以下で述べること

にする。
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〔注〕
(!) W業以制度については、 i日八幡製鉄を41i例とした研究が多いの
で，それを参照されたい。明大社研綱吉iH品畿二等。なお， I日八憾の
作業f<;1主導入後すぐに非総合誌{じされたが， 1日ふうて1:製鉄のそれは，
現拍でも級合以として残っており，そこに八織の場合とは異なる
特許と役溺があると巧ーえるが、 I品l製鉄の合併によって、 Jitrぬ， JI 
組合主主化されるであろう。しかしそれはかなり大きな労資の争点

になると考えられる。
12) r{，U命製鉄における作業i訂正被自肴教育のif¥l，iとJul，ならびに'k
際世IjJr労務f'i:司王里i曲{d， VOl 4NO.6.1964ij戸3!l
(3) 機能者11皮は.いわゆる習を絡制度で，鉄鋼他れでも相次いで呼人
されており，その怠味で資格制度は， 4C年代的欽鋭資本の労務政

策の将の一つをなしているとニ与えられる。
(4) 定期IH給及び一時金11戦能r~ 分号11 テーブルによって iま翌日きれて

いる。
(5) r;\~{J:製鉄における戦終;炉II克新 z止とその実地i二1"1う給り己主jl':J

F労4指針 ~HJl 191.192 {djt~~.， 1号68年 6)J
(6) 八崎製鉄との介併により、 45iplOlliこ「社il人事;制度J として
統一改訂されたが， )，~本町jには変わっていなし~
(7) 34年の49臼附ストのあと， 35iplこ鉄鋼労働者研究会が無党派活
動家を含めて発足， 36年に鉄鋼労働者懇談会がお参戦崩i層を中心
に発足， I弱者が38ipに合同して?を蘭鉄鋼労働運動研究会を綴織し
た。また37年には所およぴ反共職f/ilJのテコ入れにより，主'Ucを'/，

心にー水会が発足している。
(8) 45王手の871主!労働総合定期大会には f合潔化の犠牲排除と成果;配
分て必要員機{札いのちと健康を守る闘いをはかろう J というスロ

ーガンが絡げられた。
(9) 労働省インタビュ i紘合よりロ戦術11闘でもニカいういい)jを宇
る人ヵ、いる。

国'企業内教育と自主管理活動

1 企業内教脊の展開と自主研修

戦後の食業内教育は， TWI. MTPなどの定型的な

管理数督者訓練から始められたが，昭和30年代に入って

からそれは独自の E基調をたどる。すなわち 30年代前半
は，設備会理化に対応した，中堅作業員に対する技術教

育が主流を占め，長待問をかけた程度の高い教育が行な

われたが (1). r技術革新」への対応という意識の先行
にとどまり，結果的には成功せずにたちぎえになってし

まった。

今日の企業内教育体系についての方針が出されたのは

昭和36年のことで「社員教育に関する社長通達」として

明らかにされた。向通達の内容は，まず第1に，企業内

教育の目的が職務能力，技能の付与とともに「良識ある

産業人Jr教養ある社会人」の「脊成」にあることを明
らかにし，労務管理の復接的な方策として明確に位鷺付

けたことである。第Zに，企業内教育の中心を職場教育

と規定し，第3に，管浬監督者の教育支任を明らかにし，

そして第4に，労働者の企業内教育に対する積極的姿勢

之江自己啓発を婆請したことであった。これらの内容は，

同時に制定された「教育管理規定」によってより具体化さ
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表3-1 昭和38年度作業長候補者教育

院 官教 7守 車社 場 教 7守
!堤~j-}' 大分類'1'分総 小 分 類 時間 講義 l貰留 教 11 内 { 廿

作裟iととしてをLfIの主J あ い さ つ
2。 2 

新しい工場管思組織について Z 。 2 作業iえの地位と役割
与する教育 幹部;の溝口li1 f1'耳、託制度のまE3と験資権総について 2' 30' 2' 30 作業授の職資と権限

第 l，~ E1際1) 作業i去の心構えについて 20 3()' 2' 30 
作業H:にふさわ 十i 史 凶士室長鉄のllJ(史について Z Z 

知! しい教養をっち tl会集f-tlの構造と機能 l I 

教 か7， 社会思想
現代社会の持'i'iと文化 2 2 

1f (Al.f.日行、5，6) 社会集Etlにおける人前関係 3 3 
'，¥i民社会の成立 2 ワ“ 

i草 資本主義絞済の生産 l l 

〈 感覚iの磁類と構造 1 1 

教 続消防係知識 i1iit流通と金融 1 

ずI 財政と悶民所持 2 2 
) 交易とi¥l場 1 1 

高i 料 2 2 
製 銑 2 2 

~"縦一賞作業 製 3同 2 2 
u: l!I 2 2 
fち 2 2 

市場関係 製品のお安，供給，検知、)jj除.'，!i場流通 2 ~一L、

作業:rl:政! 設{読とげは主 3 3 

小Ilt 40 乃() 10 

m当総務につい 国，(1出について 話(f麗JI弊にウいて 2 JI尚グ)W.出i'l:i'l'l!

首1
ての専門的安LI，:龍 !却、 I~í 'ri' :t'!! IJi¥jrni'ri'現 財務分析 笑綴のli(f岡管域・目標値の設定
を付与する教-rf 2 長t異分析・対策

(年A-::期数ff j 
(!T¥有IJ!~: 

MI n tr J:l~ 
品質1S;JJとは.統計約な考えIj 2 : .j 6 4 生席目的・ 1Jj(、燃料袋持，t巌工程 l
1:私~'l'n型的i並的 }j: 品質保JJ1 2 : 2 It')I1際平・:0)'管環・製品品質

f1' .，主改努
1 . E概論:作業研究工程研究 2 : 4: 4 10 

1民Ì~，における改善例 1 題
様i~;設定 .絞'g'数学 6 : 4 10ラ

J"/! 資材管理
:{j(frの資材管君!と綴織 l l' 30' ，[正Jム災級の統11十的観察

教 資材の取扱いと保:m:について 30' 

1f 戦場内作業U'，I・ff血職場との関
) 係~，技場の機械とその保全

ノl、H 38 21" 30' 16' 30' 

~，~ÌJ!;の労務事務
労使関係

労使関係について・労務t~;.f.lI[の基本 4 : 2 6 
戦場の労働慣行

今'A、3 むよび労使関係 労務問皇室について 2 2 
( 

について約確に 労務官。汚~ :要員制度 2・2 3' 30' 30' 
ツ2… 事J】，~

H 人事与課と昇jlt:戦場規11¥ 戦場の空~H. 人事15 1%，
務lUl処埋しつる能力 2 : :~ 40 30' 30' 

:a;教 を議成する教11 政金のぷ 4 4 

均'd1 (震点目際 2) 車仕 与 就業と1'i金 :m定休日占ill~íl<の作成 6 : 2 6 2 

教を 村会保険 2 2 

ftの 労働災警について.安全管漫について 2 : 4 4 ワM 

-1 労会衛生
衛生管理の概要:鍵!主管J]J! 1 : 1 
作業環境(子初衛生) 1 d 戸

保健衛生 I 
ノj、ai 41 33 8 

第
')-;1' ンツプ 管壌の基本的な考え方 6 4 2 

県i
の基本的技法を 仕事の進め方 管理機能 職場において討議を災地，また

(掲i習得させる教育 ①計匝i 4 3 1 ~際の業務を i重して教育

うj教 (重点目際4) ②組織 4 3 l 

j若11 @指令(命令) 4 3 1 

:m'そ
③統制 4 3 l 

J1!W) @ ~革路 4 3 1 

教2
部下の教育 8 6 2 

fl 
日本的~'文ず{ 4 3 1 

小al 38 28 10 
')-;$'ーシソ7' 11;事力j止め}j 人間関係
の)主'4:官j技法を ぐむ 人間関係 B 6 ワ】

!ii 羽H手させる教r1 @ 問題解決の方法 4 3 l 

-刀信務空教の1百R叫長E i 

(11点目撚4) 。)コミュニケ{ション 4 。 1 

② しかり'}jとほめIj 4 3 1 

③ I'IGを{'I'ltすには ο 1 

⑥ j;Wíを 1~fるには 4 d 1 

i世理の展開
リーダーンンプを発擬するには 日 b 2 

) 
3 カウンセリング 16 8 8 

iffi業カウンセワングの窓義と?重要性
戸L)I1カウンセリングの基礎知識
ゴl指示的力ウンセリング三者iliH安法
t菜!謁心np/ーの応丹]

IJ、言十 52 35 
合計 2ω 14i ':10' H'訓r

資料:'jy務管理通信 1964，3.1 V 0 L.4 N 0.6よリ
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「企業内教育の現段階的特質と労資関係j

れており，この雨.者によって，その後の企業内教育のア

ウトラインが引かれたといえるO そこには， 30年代前半

の労働組合運動に対する資本の積極的対応，つまり労資

関係再編成のための大きなと期待ミがこめられてし、たと

いえる O しかしそれが現実に展開されるには，労務統線

機構の再編成，とりわけ作業長制度の導入をまたなけれ

ばならなかった。

そして作業長候補者教育は，企業内教育が労務統務機

構の再編成と密接にかかわるものとして，それ以降の企

業内教育の出発点の位置を占めていt::.oそれゆえここで

は，その内容について岩手の検討を行なうことにする O

制度発足当時の作業長候補者教育のカリキュラムは表3

-1の通りだが，これをみて第Iにいえることは，労務

管理教育が131時間と全体の 6割を越えていることであ

る。作業長にとって労務管理業務がその権限拡大に対応

して如何に軍主要な職務になっているかがわかる。しか

も内容的には「管理機能JI人間関係JIカウンセラリ γ

グjなどいわゆる近代的労務管理についての教育が主重点

的に行なわれており，作業長制度が労務管理方式の転換

をなしていることがわかる。第2には，第一期教育のな

かで、「社会思想史」および「経済関係知識」とL、ういわ

ゆる思想教育が「作業長にふさわしい教義jとして14時間

とL、う長時間を愛して行なわれていることで、ある。第一

にあげた近代的労務管理もこうして作業長をまずなによ

りも思想的に資本の鎖につなぎとめることを前提として

いるというえよう(2) 0 第三には，第二期教育のなかで、

の重点が「作業改害事JあるL、は「品質管理」におかれて

おり，特に20時間を占める「作業改善」の内容が1E手

法の教育であることは，作業長が生産現場における「合

理化Jの積極的な担い手として位重量付けられることを物

語っているO こうした内容は，それ以降に本格的に展開

される企業内教育にひきつがれている。

そこで現行の教育体系についてみると，中心は，教育

部が行なう「箇所教育Jと，各職場の上長がおこなう

「職場教育jである。

まず「箆所教育」は先にも述べた作業長候補者教育を

事実上の出発点としており，その中心的役割は織制腐の

再編，育成におかれている。その体系は技能織でいえば

〈図3-1参照)，新入社員教育→一般研修(2)→一般研

修(3)→工長研修(1)→工長研修(2)→工長研修(3)→作業灸研

修(1)→作業主是研修(2)→作業長研修(3)という階層をなして

おり，一般研修(3)，工長研修(3)はそれぞれ，工長およ

び作業長への昇進候補者教育として位置づけられてい

るO つまりこの教育体系は，昇進管理と結びついており

原員Ijとしてこの体系の教育を綴次受けてし、かなければ上

関3-1 筒所教育体系図

〈昭和45年度，技能職分のみ〉
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伎の織位へは昇進できないことになっている。その教育

内容は，現場致督者として必要とされる職務総力の育成

と系統的な労資関係教育が中心で，労働者に労資協調思

想を注入する要となっているといえよう。館所教育に

は，この層別教育の他に，専門技術や基礎学科の教育が

あるが，それは自主参加が建前となっており，自己啓発

の意欲やその基盤を育成するとL、う佼種差付けになってい

て，技能・技術教育の中心は後にもみるように自主研修

にお力通れているのが現段階の特徴である。次に，機場教

育は，課(工場)・掛・職場〈作業長単位〉のそれぞれ

のレベルで行なわれているが，それが実施されるように

なったのは，作業長制度が導入されてから，より1E確に

は，作業長の職務能力のた充実ミにともなってであり，

Tごし、たい40年以鯵のことで‘ある。もっとも，職場教育と

いっても，管理軍主餐考がた教育的意図ミをもって臨んだ

諸会合のすべてを指している。その内容は大きく二つに

分けられ，その一つは技術会議や作業検討会など，作業

函に関迭した様々な会議や交流会などであるが，これは

従来から織場の定期的な活動として行なわれていたもの

である。もう一つは，新たに職場研修として作業長制度

導入後の40年前後から行なわれてきたもので人間関係，

労資関係を中心とする懇談会形式のものであり(表3-

2参照)，その日常の労務管理に占めるウエイトは大き

く，厳しい合理化ゃあるいは昇進，昇格管理に対する不

満をと人の和ミに解消していくうえで重要な役割を采た

している。

また労資関係についても，儀所教育が系統的な思想、教

育として行なわれるのに対して，より直接的で、，質調の

スト権投薬や組合役員選挙が近づくとひんぱんにもたれ
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3-2 研修施設の自約別利用状況

(昭和45年度 1/4鶏〉

参加人員 土七 主幹

労使関係に関するもの 1，910名 22.7% 

人間関係 グ 2，841 33.8 

専門職務知識 グ 2，281 27.1 

管理改事事 I! 1，317 15.6 

一般常識 1/ 67 0.8 

言十 8，416名 100.0% 

るようになり，露骨な切り践しや投票依頼が行なわれて

いる。こうした職場研修は時間外に行なわれ，自主参加

が建前になっているが，実際上は，昇進昇格管理による

締め付けを背景として，三手強織的なものになっており，

ほとんど全員参加を余儀なくされている。

fこれは，出席しないものは掛長に報告しなければな

らず，毎回行かないか，といわれるため，行かざるをえ

ない仕組みになっているJ(転炉炉前工長の話〉

こうした職場教育の一定の実綴のもとに，最近では自

主研修グル…プの組織化がすすめられている。これは二

つのタイプに分けられ，一つは工長単位でもたれる技術

的な勉強会で，後に述べるQCサークルともオーバーラ

ップしており，実質的には職場のフォーマル・グループ

といえ，職f憾の根回しによってつくられたものであるこ

とはいうまでもなし、。

もう一つの自主研修グループは， ["労使関係，社会的

たとえば安保間態なんかの勉強会，社会思想史の勉強と

か，人間性について，時事問題についての解説醤，そう

いう問題に興味を持っている連中ばかりが集ま」ったも

ので(教育課長の話)， ["会社派の秘密綴織」ともいわ

れている O これは先に述べた「鉄労研」がどちらかとい

えば!日総長謄を中心としているのに対し，新しい会社派

幹部の育成組織としての性秘をもっており，今日の組合

右鋭化の核をなしているといえよう。

2 QCサークルの普及と自主管理活動

ところで，こうしたと自主的ミな活動は，全体として

は「自主管理活動」として推し進められており，労働者

の自主的，自発的行動をと強聖書ミするという意味におい

て，今日の能力主義管理の典型的形態をなしている。

それはまず， QCサークル活動として， 42年2月から

導入され，ヱ主主!認のた自発的ミ責任において組織化が

すすめられ，例年12月には，技能験校長(生産現場労働

者〉の92.6%をまきこむという目覚ましい普及を示した

表3-3(表3 3参照)044年8月

で694サークル， 5，730人が

参加しており，サークルザ

ーダーも工長が圧倒的に多

いが表3-4にもみられる

通り最近は工主主!脅から一般

労働者へとおりてくる傾向

QCサークJ[..結成準の

捻移(対技能験〉

S 42.12月 50.6%

43. 6 

43.12 

44. 6 

63.3 

82.2 

89.7 

にある。 QCサークルは箆
44.12 92.6 

接的には作業改善などによる生産性向上を図的としつつ

も，その活動を通じて，人間関係の改議，モラーノしの向

表3 4 
QCサークルリーダーの構成の推移

44年7月 45年1月

般 117人( 17%) 142人(19.9%) 

エ 長 533人(77.3%) 532人(74.6%) 

作 業 f芝 15人( 2.1%) 8人( 1.2%) 

事務・技術職 25人( 3.6%) 31人( 4.3%) 
メιL込Z llt 690人(100.0%) 713人(100.0%)

上，また技術的な向上をめざしたものであり，いうなれ

ば，その活動自体の中に，様々なかたちで、行なわれる労

務管理が統合されているわけである。今日ではQCサー

クルは，工場レベルで横の逮絡をもち， QC推進委員会

を設けて，活動全体の運営をと自主的ミに行なうように

なっているが，さらに自主管理活動は， QCサークルだ

けにとどまらず，他の分野にも広げる工場ができてお

り，新たな段階を闘している。たとえば，第二製鋼工場

では， 45年4月から，設備管理，作業管理，技術管理，

安全衛生管理， QCサークノレ，行事運営の各分科会を発

足させ(図3 3参照)，戦場の全員がし、ずれかの分科

会に所長詰し，それまで戦総ラインを透して処議されてき

た情報あるいは企図などを，形式的には職制ラインから

独立して，それぞれの分科会を中心に処理するという体

制がとられている。

こうした「自主管理活動Jは，一方で労働者の全能力

を資本の生産活動に傾注させるとともに，他方で，そこ

から生じる不満や矛盾を，労働者のもつ意欲を企業サイ

ドにまきこむことによって解消しようとするものであ

り，現段階における資本の要請に対応した労務管理の最

も完成された形態といえるだろう O

とはいえ，こうした資本の労務管理にすべての労働者

がまきこまれてしまっているのではないことは，特に今

後の展開の方向をつかむうえでも見逃すわけにはいかな

L 、。表3-5は会社の労務管理 (ZD.QC)に対する

灸披露芸の意識調査結楽であるが，全体の67.6%は消極的
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図3-2 第2製鍛工場転炉掛の自主管理分科会委員会

niiJF掛 j迂塊.jfト

;主)分科会の委員長、副委員長は作業長、工長が1]:1心

表3 5 「設近会社の労務管混として日様管理， ZD運動， QCなどということが行なわれてい

ますが，あなたはどう感じますかJ

総計 1~1吋20~125~[30~!35~
24歳 29歳 34歳 39

忙しくなったり精神的に負担を感じる 33.7 12.4 25.7 30.4 39.6 37.8 37.5 36.5 29.6 

多少負担は感じるが，やむをえない 33.9 23.4 2泡.4 34.0 32.6 35.0 37.8 34.9 29.6 

仕事にはりあいがでる 12.2 19.9 13.8! 17.7 13.7 11.1 8.7 8.0 8.8 

わからない 9.7 33.7 22.2 10.8 7.0 6.7 4.4 7.4 5.3 

N.A 10.5 10.7 10.0 7.1 7.0 9.3 11.5 13.2 26.5 

計 100.01 100.0 100.01 100.01 100.01 100.0 100.0i 100.0 100.0 

注表2-4に同じ

な姿勢を示しており，特に30歳以上の中高年労働者にお

いてそうである。反対に若年j議においては「仕事にはり

あいがでる」とLヴのふえていることは，こうした労務

管理が若年層の意欲念資本サイドで掌援するうえで一定

の効果を発揮していることを物語っている。

ill 汗通、連続熱延 l~jM(: t，、えばホ y トストリッ 7~(?!~巡ft婚約国)]~.Hhの
ことをさし、ここでもその立11辛で使 2ているが、 jEしく[土、ロ ルグ〉
述統的斜l{j'-せによ ;~IIJ並 UJ/~のことで、線材工場や搾総r..t品および
条縦 !~J~}-J:どもffまH;~D 
121 なお、11:延般のうちの口ール続的:土、その代Ht't:のIfl望ftなことか

ら、 46 ij'. 11j より、リール雪主的}として l~\ :if. lt:ニ耳哉JJ，jになったミ
131 11主主i~''lleil改訂・工JJ，}ぅJlj能率給がキIlみfTわされて完結されたもの
で、その ~z.祢として d ")ている。

結び

能工化がめざされ，また，労働者が内在的にもつ意欲を

たくみに利用した自主研修をして，技術向上のための教

育に代援させているといえよう O

とは~、え，こうした企業内教育の現実の在り方は，労

資関係によって基本的に規定されたものでしかなし、。 M

製鉄所の金業内教育の中心的ウエイトはどちらかといえ

ば思想教育のほうにあり，技能・技術教育は労働者のな自

主性ミにゆだねられた構造をとっているが，同じ旧富士

製鉄のN製鉄所では逆に技能，技術教育が前簡に出てい

る。この隠者の遠いはN製鉄所が新しい生産量技術の修得

を必要きとされる新鋭製鉄所であるということとともに，

労資関係の差によるものである。すなわち， N製鉄所の

教育部長のぎを借りれば， 1""思想教育は労働組合がやっ

てくれるから会社としては安心して技術教育にうちこめ

る」ということに他ならなし、。そして新日本製鉄の成立

とともにM製鉄所の企業内教育も技能，技術教育にウエ

かくて，金業内教育を「合理化Jとの係りでみるなら イトをおくようになってきていることは，問製鉄所にお

ば，それは，一方で人事管理による締めつけな背景とし ける労資関係の変容のそれだけの進展を示すものとして

つつ，労働者の思想管理をねらったものであるが，それ おさえることができるだろう。

は「年功的職場秩序jの解体による，労働者支配の要で しかしと自己啓発ミや、自主役の尊重ミということ自

あった織制}替の権威失墜とL、う状況に対して，資本が直 体が反商として労働者の抑圧なともなわざるをえないも

援労働者の思怨管理にまで乗り出さざるをえなかったこ のである以上，こうした労務政策，ひいては労資関係が

との結果としてみることができるだろう。他方，技能， 今後も安定的であるという保障はどこにもなL、。

技術教脊では，その中心であるOJTは早期戦力化，多 0972・7)
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画研究施設研究報告議第11号として発表の予定である。

M製鉄所の佼霞付けについて一言しておけば，その創

設は明治にまでさかのぼるとことのできる日本でも古い

製鉄所であり，新日本製鉄内でも，多数のベテラン従業

員を擁する中自主製鉄所として位資付けられている。その

小稿は，本年8月に行なわれた鉄鏑産業労働者調査の 意味では，昭和30年代後半以降の鉄鋼業第3次合理化の

ための準備ノートであり，昭和44年から着手された企業， 特徴の一つで、ある新規建設の新鋭製鉄所の毒事例をま提出す

労働総合および若干の労働者(主に職制廃〕に対する予 るわけではない。しかし鉄鋼第3次合理化を生産過程に

備競査のまとめである。全体の務査は r鉄鋼業の合理 即してみれば，製銑部門における高炉炉容の大裂化，製

化と金業内教育」というテーマのもとに，鉄鋼産業をト 鋼部門における転炉製鋼法および連続鋳造法の導入，庄

一タノレに抱握するため，その頂点にたっ鉄鏑独占企業の 延部門における連続熱延工場の建設，および全体にわた

みならず，社外企業，系列企業をも包括するものとして るコンビューター管理の導入を主なものとする。われわ

計題，実施されており，調査対象には新日本製鉄M製鉄 れがM製鉄所において直接に調査対象とした職場は，製

所とその社外企業，系列企業を設定しているが，ここで 銃部門における代表例としての転炉工場(連続鋳造はま

は.M製鉄所だけに対象を限定している。また対象時期 だ企業秘密が多く十分に調主主できなしうおよび.JE延部

は，鉄鋼業における企業内教育が体系的に整備されてく 門においては，逮統熱延の最新鋭工場であり，かつ高級

るのは昭和30年代後半以降であり .M製鉄所もその例外 ノミーインコイノレを生産する新日鉄内でも唯一の工場とし

でないことから.30年代後半の第3次合潔化以降を考察 ての嫁線工場(通常代表例とされるホvトストザ γプエ

の対象にしているが，ここでは昭和45年まで、で、切ってお 湯は昭和30年代の前半に建設されたものである〉の二工

り(従って!日富士製鉄時代).新日本製鉄になってから 場であり，潟者とも，コンピユーター管理の最もすすん

の新たな動きについてはほとんどふれていなし、。それら だ工場である。その意味で，これらの事例は，鉄鏑第3

をも含めての詳細な謁交報告は，本年8月に行なわれた 次合理化以降の一つの典型となしうるだろう。

労働者調査の分析をまって，本年度中に北大産業教育計
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